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大阪府河川整備委員会における行政文書公開請求について（報告）
　先般、河川整備委員会委員と部局の調整等についての行政文書公開請求がありました。
これを踏まえ、大阪府の情報公開の考え方である大阪府情報公開条例及び大阪府情報公開条例施行規則について、その関連項目を下記のとおり報告します。
記
公開請求の対象となる行政文書（条例第２条第１項　関連）

職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真及びスライド(これらを撮影したマイクロフィルムを含む。以下同じ。)並びに電磁的記録であって、職員が組織的に用いるものとして、管理しているものは、決裁・閲覧等の手続の有無にかかわらず、全て対象となる。

ただし、府民の利用に供することを目的として管理しているものや、官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数のものに販売することを目的として発行されているものは除く。
※電子メールは、府の職員が組織的に利用するものとして管理している場合は、大阪府情報公開条例に
基づく公開請求の対象となる。

例）部局と委員間でやりとりした資料やメール
公開してはならない行政文書（条例第９条　関連）

次の情報が記録されている行政文書は公開してはならない。

個人に関する情報で、特定の個人が識別され得るもののうち、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの。
※適用除外事項に該当し非公開とされる情報を含む行政文書についても、可能な限りその部分を
除いて公開する。
例）一般に公表されていない住所やメールアドレスなど
行政文書公開制度について（http://www.pref.osaka.jp/johokokai/jigyo1/kokai.html）参照









